Study on the Compactness of Urban Structure by 飯塚, 由美 et al.
福井大学工学部研究報告第49巻第2号2001年9月
Mem. Fac. Eng. Fukui Univ.， Vo1. 49， No. 2 (September 2001) 203 
都市構造のコンパクト性に関する研究
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In recent years， city structure with litle environmental load is searched for. Then this paper 
describes the necessity for the compact structure， and it aims at the directivity of a policy required 
for compact structure being shown. 
At first， the necessity for compact structure is grasped by summarizing the urban problem by 
today. Next， local city is cIassified for every expansion tendency of urban area. And itanalyzes 
about the factor， which affects the type. On the basis of the factor， the simulation model， which 
reproduces the diffusion process of the urban area for Fukui city， iscreated. System dynamics is 
used for it in order to catch secular change of the urban structure of present condition dynamically. 
The simulation showed that the direction of the compound policy of traffic and land use is e百"ective
rather than an independent policy. 
Key Words : Environmental Load， Compactness， System Dynamics(SD)， Energy Consumption by 
the Transportation 
1. はじめに
近年の開発行為によって幹線道路が整備され，自
家用車依存型の交通体系が発達することによって市
街地の拡大が加速され，核的施設が郊外部ヘ進出す
るなど，都心部の機能的求心性の低下が引き起こさ
れた.その結果，中心商業地の衰退や都心の空洞化
が発生した.また，郊外での住宅需要に応えた宅地
供給による都市のスプロール化といった都市問題も
顕在化しだした.
一方，地球温暖化等の環境問題に対する関心が高
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まるなか，現在の大量生産・大量消費・大量廃棄と
いう社会システムでは，今後も持続可能な発展を遂
げていくことは難しく，温暖化や環境ホルモン等の
地球環境問題に対応できない状況となってきている.
そこで，現在都市が抱えている様々な問題を解決す
るためには，資源の採取・廃棄，環境への負荷が少
ない都市構造への転換が求められるようになってい
る.
そこで本研究では，まず，これまでの都市形成に
おける問題点の把握を行い，コンパクトな都市構造
の必要性について述べる.また，コンパクトな都市
構造ヘ変換するために具体的な政策を行なっている
都市の実状についてまとめる.次に，市街地の拡大
傾向から都市を分類し，その分類に影響を与える要
因，つまり、市街地拡大に影響を及ぼす要因につい
て考察する.最後に，市街地拡大要因を考慮したモ
デルを作成し，コンパクトな都市構造によってもた
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らされる効果をシステム・ダイナミックスを用いて
動的に捉え，その優位性を輸送に関わるエネルギー
消費の面から検討することで，コンパクトな都市構
造を形成する方策の方向性を提示することを目的と
する.
2. コンパクトな都市構造の必要性
2.1コンパクトな都市構造の必要性
元来都市は生産・消費の機能が市街地に集積した
密度の高い都市空間を形成していた.しかし，郊外
部での低廉な土地供給による都市的土地利用の平面
的な拡大や，郊外における道路網の整備，モータリ
ゼーシヨンの進展，公共輸送網の整備不足といった
自家用車依存型の交通体系の発達によって市街地の
拡大は加速し，郊外部での商業を中心とした土地利
用が増加した結果，宅地と農地の混在した半市街地
の拡散がみられるようになった.また，核的施設の
郊外立地によって都心部に集積していた機能は郊外
に分散し，都心部の機能的求心性の低下が引き起こ
された.その結果，市街地と半市街地が明瞭に区別
しがたい構造に変容してきた.この現象は地β都市
において特に著しく，中心商業地の衰退や都心の空
洞化，都市のスプロール化といった僚々な都市問題
が顕在化しだした.
このような市街地の拡大化は，公共交通機関の利
用の低下を招き，それが運賃の値上げや利便性の低
下を引き起こすといった悪循環を生じさせている.
また，一方で，自動卓交通は移動性や快適性に優れ
ているため，さらなる自動車需要を増大させ，道路
混雑や環境悪化の進行を招き，道路整備と競合して
いるような状態を引き起こしている.
また，高度経済成長のもとに構築された現在の大
量生産・大量消費・大量廃棄という社会システムで
は，環境に対する負荷が大きく，今後も持続可能な
発展を遂げていくことは難しい.更に，これまでの
都市活動の副作用としてもたらされた温暖化や環境
ホルモン等の地球環境問題にも対応できているとは
いえない.そこで，現在都市が抱えている様々な問
題を解決するためには，資源の採取・廃棄が民小で，
表 1 各都市の対応
環境への負荷が少ない都市構造を目指していかなけ
ればならず，そのためには，コンパク卜にまとまっ
た都市を形成することが必要であるという認識がう
まれた.
2.2コンパクトシティの困難性
上で、述べたようなエネルギーや資源を消費する都
市の拡大により，都市を支えるエネルギー・物質循
環システムは巨大化・国際化した.さらに一一過性の
消費形態であるため，排出負荷量の増大は，もはや
自然浄化能力で対応できる範囲をはるかに超え，今
では地球温暖化，オゾン層破壊，海洋汚染等，地球
環境に大きな影響を与えている.
しかしながら，大量生産・大量消費・大量廃棄と
いう一過性の消費形態が確立され，利便性を充分に
享受してしまった現在の都市が，環境負荷の少ない
コンパクトな都市構造ヘ転換するのは非常に困難な
ことであり，また，そのためには，様々な機関が，
様々な分野で取り組む必要がある.しかし，その都
市構造はあくまでも効率性や経済性を考慮、した上で
成り立つものでなければ持続性をもたないため，都
市の枠組みをどのくらいの規慌にするのか，行政・
民間・住民の役割をどのように分担し，どのように
進めていくのかなどの大きな問題がある.
2.3各都市の対応
前節で述べたように，コンパクトな都市構造を形
成するには，様々な分野において取り組む必要があ
る.ここでは，行政の対応についてみるために，人
口10-""50万人の地方都市を対象に，コンパクトな都
市構造の形成に関するアンケート調査を行なった.
配布部数は 222部であり，回収部数は 164部
(73.9% )であった.
「コンパクトシティ・サスティナブルシティ・循
環塑社会・中心市街地活性化のうち，総合計画・都
市計画マスタープラン等に渇載されている項目のIt1
で，計画の柱にしている項目」に関する質問に対し
て rコンパクトシティ』を選択した都市は 164都
市中 9都市(5.5%)であった.また rコンパクトシ
ティ』を選択した都市に r具体的な対策」に関す
る質問を行ったところ，具体的な対策を
総合計画・都市計画マスタープランの柱
「行なっている」と回答した都市は 9都
市中 5都市であった.その結果を表 1・2
に示す.コンパク卜 サスァィナ
シティ フルシティ
柱にしている 9 1 
していない 154 153 
その他 。
循環型社会
39 
125 。
中心市街地
活性化
84 
80 。
今回の調査から，コンパクトシティに
対する関心が高まっているといわれて
いるが，実際に，積極的な対応を行なっ
ている都市が少ないということがわか
表 2 具体的な対策の有無
コンパクトシティに
対する具体的な対策
行っている 5 
行っていない 4 
った.これは，コンパクトシティに対する定義があ
いまいであることが影響しているのではないかと考
えられる.例えば，極端な集中を提示するものや，
都市の抑制や再生といった集中のメリットと，一連
の公共施設の整備を必要とする郊外への必然的な拡
散による利益との両方を指示するような妥協を示す
ものがあるように，様々な見解が存在していること
からもそのことが伺える[1 [， [2 [， [3 [， [41 このような
意見の相違は，コンパクトシティの実施は非常に慎
重に扱われる必要があるということを表している.
また，各都市が抱えている問題は十菜なものではな
いため，その対応も様々な地域実情に適したもので
なくてはならない.
従って，コンパクトな都市構造形成のための方策
の決定にあたり，その定義を明確に示すことが困難
であること，また，それぞれの地域に応じた対策を
とる必要性があることから，具体的な方向性を明示
することが困難であったのではないかと考える.
3. 都市構造の類型に及ぼす影響に関する分析
この章では，市街地の拡大に影響を与える要因に
ついて考察する.
人口規模が約 10--50万人の 010の存在する地方
都市 74都市を対象に， 1975・1995年の 2時点、にお
ける 010人口密度・ 010人口集中率の 2指標の変位
量 (1975-1995年)を用いて類型化を行なった.そ
の結果，図 1に示すように， 010成長型・拡散型・
都市規模縮小型の 3類型に分けることができた.ま
た、 74地方都市のうち，大多数 (62都市)は拡散型
に類型されているため，更に詳細な類型化を行った
結果、拡散型は，弱拡散型・平均型・ 010低密拡散
型・ 010低成長型の4つに分けることができた.こ
の類型を外的基準とし、市街地拡大に関する指標、を
内的基準とした判別分析を行った結果を、表3に示
す.
DID成長型・拡散型・都市規模縮小型の3類型を
外的基準とした判別分析の結果をみると，的中率は
87.3%であり，判別関数については，産業就業者率
や住居・工業地域面積率が高い値を示している.こ
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のことから， 3類型に関しては，就業者や土地利用
の影響が強いことがわかる.
また、大多数を占める拡散型の要因についてもみ
ることにする.拡散型 4類型の的中率は 66.2%であ
り，判別関数は，産業就業者率や土地利用率のほか
にも，販売額等の商業系の値も大きくなっている.
以上のことから，市街地の拡大には，産業系，土
地利用系等の様々な要因が影響しているということ
がわかった.
次章では，以上のことを考慮、したモデルを作成し，
システム・ダイナミックスを用いて，コンパクトな
都市構造がもたらす効果について検証する.
4. 市街地拡大プロセスのシミュレーション
4.1 SD法による予測モデルの作成
現在拡散型に分類されている福井市を対象に，コ
ンパクトな都市構造が当該地|又に及ぼす波及効果を
ダイナミッケに捉えるためのマクロ・モデルとして，
SD法[5[， [61を構築し，評価する.
本研究では r都市機能が都心部に集積した都市
構造J， r公共交通の活用による環境負荷の少ない
都市構造」を，コンパクトな都市構造であると定義
する.ここで用いるモデルは，図2に示すように，
人口セクター，土地利用セクター，交通セクターの
3セクターで構成される.このモデルは，コンパク
トな都市構造への変換による直接的なインパクトを
外生的に与え，その直接的インパクトが各セクター
の種々の構成要素，あるいは，セクター相互間に対
してダイナミックに波及する過程をあらわそうとす
るものである.
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表3 判別関数
3類型
市街地拡大に関する指標
判別関数 1
人口密度
1 5歳以下人口構成比率
15-64歳人口構成比
世帯当り人員
住居地域面積率
商業地域面積率
工業地域面積率
第一次産業就業者率
第二次産業就業者率
第三次産業就業者率
第一種庖舗数
第二種底舗数
庖舗当たり人口
販売額/庖舗数
販売額/人口
製造品出荷額
下水道普及率
改良済道路密度
鉄道乗降客数
固有値
寄与率
♂ 
土地利用セクター
.010面積
・市街地宅地面積
.郊外宅地面積
・市街地商業
広当
交通セクター
・鉄道利用者数
.パス利用者数
・道路密度
-線路キロ数
-0.4628 
-0.0181 
-0.1053 
0.1507 
-2.2648 
-0.5717 
-2.4382 
-3.6420 
-9.1714 
-9.5771 
-0.0882 
-0.1297 
-0.9459 
0.7701 
-0.5213 
-0.8192 
0.0416 
0.1305 
-0.9342 
2.7196 
89.23 
施設蔚積
・郊外商業施設
.コンパクト度
・遭鎗エネルギー
消費量
判別関数2
0.5751 
-0.6623 
-0.2893 
-0.5305 
1.5824 
0.6180 
1.6706 
2.1277 
6.3811 
5.5717 
-0.4125 
-0.1560 
-0.5545 
1. 0821 
-0.7890 
-0.0901 
-0.0688 
-0.1221 
-0.1646 
0.3281 
10.77 
図2 モデルの対象領域とセクタ一間の関係
判別関数 l
0.1547 
-0.7168 
-0.2083 
0.1855 
-1.2529 
-0.7400 
-1.2798 
0.3383 
1. 9918 
1.7022 
0.0341 
0.3913 
0.2042 
-0.8404 
1.0821 
-0.6284 
0.2728 
0.2564 
-0.4103 
0.8579 
59.74 
拡散型4類型
判別関数2
-0.8524 
-0.1158 
-0.4871 
0.7331 
4.9147 
1.7222 
5.2872 
-2.8906 
-6.4008 
-5.2415 
-0.2122 
-0.3392 
-1.2553 
1.3831 
-1. 7641 
0.5771 
0.3046 
-0.3499 
0.0698 
0.4305 
29.98 
判別関数3
-0.2134 
-0.0831 
-0.9052 
-0.1114 
2.6068 
0.3999 
3.0991 
-0.7448 
-3.7102 
-2.9856 
-0.0583 
0.9161 
-2.2944 
3.3817 
-2.0392 
0.8630 I 
0.0067 
0.4390 
-0.1243 
0.1476 
10.28 
直僚的インパクト
公共交通の活用と I
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図3 主要因果関係連鎖図
4.1.1 因果関係連鎖図
ここでは，コンパクトな都市構造への変換による
直接的なインパクトとして， r都市機能の集積」と，
公共交通の利用促進」を想定する.この直接的なイ
ンパクトが，間接的効果として関連するシステム構
成要素の波及する主要な過程を因果連鎖として表し
たものが図3である.以下に，ここで仮設した要素
閣の主足る因果関係について述べる.
(1)コンパクトな都市構造に変換するために，郊外
部での開発を抑制し，市街地での再開発を促進
することで都市機能が市街地に集積される.こ
れによって，中JL¥音sの密度(コンパクト度)が
高くなる.同時に，公共交通の利用を促進する
ことによって，自動車依存型の交通体系による
資源消費量や，環境への負荷の減少が期待され
る.
(2)都市機能の集積によって集積圏域が縮小し，コ
ンパクト度が増加する.また，同時に，市街地
における人口集中率が増加し， DID人口密度も
増加する.
(3)集積圏域の縮小に伴い，郊外部に分散していた
施設が中心部に集積する.同時に，施設の集積
していた DID面積が縮小する.
(4)施設の集積と DID面積の縮小によっ
てトリップ長が減少し，公共交通輸
送の活用と自動車利用の抑制によっ
て公共輸送の利用者数が増加する.
また，それに伴って自動車トリップ
数が減少し，その結果，運輸エネル
ギー消費量が減少する.
4.1.2 各セクターの概要と使用変数
( 1 )人口セクター
このセクターでは，域内における人口
動態について取り扱う.人口は本モデル
における基本変数である.都市機能の集
積によって DID人口集中率の増加が促
され，それに伴い，都心 (DID)人口の
増加が期待される.また，人口の増加は
人口密度を増加させ，それによってコン
パクト度の増加を促すこととなり，土地
利用セクターへとフィードパックされ
ていく.更に，都心部で、の人口が増加す
れば，交通トリップ数も増加し，公共交
通の利用者数の増加が促されるため，ト
リップセクターへもフィードパックし
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ていく.
ここでは，年齢層別の人口動向を追うために，若
年人口，生産年齢人口，高齢者人口の 3つの階層(レ
ベル変数)に分けている.
人口におけるプラス要因は出生者数，転入者数で
あり，マイナス要因は死亡者数，転出者数である.
これらの変数は，それぞれの経年的変動率を乗じる
ことによって決定される.図4に変数聞の関係を表
すフローダイアグラムを示す.
( 2 )土地利用セクタ-
このセクターでは，都心内外で、の土地の利用形態
について取り扱う.都市機能の集積(郊外での開発
抑制と，市街地での再開発の促進による)は，市街
地での延べ床面積の増加と DID面積の減少を促し，
それに伴い移動距離，つまり， トリップ長の減少が
促される.市街地での延べ床面積の増加は道路密度
の増加抑制へとつながるため，交通セクターへとフ
ィードパックされていく.また， DID面積の減少は
人口密度の減少につながり，人口セクターへとフィ
ードパックされていくこととなる.
DID面積は，商業施設面積の拡散率，及び，延べ
面積拡散率の増加を用いて得られる DID面積増加率
がプラス要因となり，マイナス要因は，コンパクト
度である.図5に変数聞の関係を表すフローダイア
図4 人口セクター・フローダイアグラム
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グラムを示す.
( 3 )交通セクター
このセクターでは，コンパクトな都
市構造に変更した際の交通の変動に
ついて取り扱う.公共交通の利用を促
進することで全体に占める自動車ト
リップ数が減少し，それはそのまま運
輸エネルギー消費量の減少につなが
る.また，自動車トリップ数の減少は
道路密度の減少につながり，それによ
ってコンパクト度が減少するために，
土地利用セクターへとフィードパッ
クされる.また，公共交通利用者の増
加は域内における線路の整備率の減
少を抑制し，それはそのまま，道路密
度の増加の抑制につながる.その結果，
DID人口集中率へとつながることと
なり，人口セケターへとフィードパッ
クしていく.
鉄道・パスといった公共交通利用者
数は，各年齢層によって分担率が違う
ものとし，各年齢層のトリップ数にそ
れぞれの分担率を乗じたものがプラ
ス要因となる.これは，人口の変動に 図5 _t地利用セクター・フローダイアグラム
伴って増加する.また，マイナス要因
は自動車分担率の増加である.
運輸エネルギー消費量のプラス要因は，自動車
分担率の増加であり，マイナス要因は，公共交通
の利用促進に伴う公共交通分担率の増加，つまり，
自動車利用から公共交通輸送への転換率である.
図6に変数聞の関係を表すフローダイアグラムを
示す.
以上の各セクターにおけるフローダイアグラム
に基づき，各変数間の関係を構造方程式として定
式化するとともに，福井ifjを対象として，過去の
実績値により導入されている各栂定数，テーブル
関数を決定したモデルを構築した.
4.2 モデルの検証
SDモデルは，構造依存型のモデルであるため
に，厳密な意味での再現性の検証を行ないがたい.
したがって，対象となるシステムの状態を表すレ
ベル変数の挙動が，実態と比較して大きな矛盾が
なく，全体的に合理的で妥当なスケールの範囲に
収まっていることが，モデルの再現性，有効性を
判断する尺度となる.こうした前提に立って，モ
デルを福井市に適用し， 1975-1995年間の検証期
間についてシミュレーシヨンを行なった.
主要なレベル変数については，実績値とモデルに
よる推計値との比較を行なった.その結果を図7・
8に示す.残差率((推計値一実績値)/実績値)
をみると，一つの変数を除いて，ほぼ，スケール範
囲とした::tl0%以内に収まっていることから，対
象としたシステムをほぼ良好に再現していると判断
できる.
ここで，波及効果を示すための一種の評価値とし
て導入したコンパクト度を以下のように設定した.
コンパクト度
= (DID人口/DID面積×面積/人口)
x (市街地延べ床面積/郊外延べ床面積)
この変数については，実態と比較し得ないが，そ
の挙動を図9に示す.
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4.3 将来推計
ここでは，前節で現況再現が可能となった SDモ
デルをもちいて，コンパクトな都市構造に基づく将
来ケースに対して，域内構造の波及的効果を定量的
に捉える動的挙動の検討を行なう.ケースの設定は
以下の通りである.
-ケース 1: 現況のままで都市が成長しつづけた
場合
・ケース 2: 自動車分担率を 48%(1977年時の分
担率)に抑制した場合
-ケース 3: 2001 -2010年にかけて，市街地の高
密化をはかった場合(市街地の平均
階数を増加させる)
-ケース 4: ケース 2+ケース 3
この4ケースに対し， 2020年までシミュレートし
た.推計結果は図 10 . 1 1 ，表4に示す.
各ケースのコンパクト度についてみることにする.
ケース 3・4では，市街地の再開発(高密化)を開
始した直後から終了するまでは増加しているものの，
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表4 運輸エネルギー消費量の削減比率
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終了直後から，その減少の割合は低下してはいるが，
再び減少傾向を示している.このことから，コンパ
クト度を増加させるためには，更なる中心部で、の開
発が必要であるといえる.
次に，コンパクトな都市構造は，環境負荷の少な
い，持続可能な都市構造とされているため，ここで，
ケース 1の運輸エネルギー消費量を基準に求めた，
2010・2020年の 2時点におけるケース 2--4の削減
率についてみることにする.
自動車分担率の増加を抑制したケース 2と市街地
の高密化をはかるケース 3の削減量の和と，交通と
土地利用の両政策を行なっているケース 4の削減量
を比較すると，両時点とも，ケース 4の削減量の方
が高い値を示している.このことから，両方の政策
を行うことで，相乗効果が期待できることが伺える.
従って，コンパクトな都市構造の形成のためには，
交通と土地利用の 2つの政策を整合化することが必
要であるといえる.
5. まとめ
本研究では，現在の都市が抱える問題点について
まとめることで，コンパクトな都市構造の必要性に
つい述べた.また，コンパクトな都市への変換がも
たらす効果を捉えるために，複雑に入り組んだ地域
構造を予測するのに最も適した手法である SD法を
用いて，本研究に促したモデル作成をおこなった.
このモデルの適合性を検討した結果，理論的挙動を
ほぼ示していることが確認され，精度の高いモデル
であったことが証明された.更に，本 SDモデルを
適用してケース別に将来推計を行ない，コンパクト
な都市を形成していくためには，交通と土地利用の
両政策の整合が必要であることがわかった.
しかし，データ面での制約もあるが，各種定数や
テーブル関数の設定において，まだまだ検討の余地
が残されている.特に，コンパクト度については，
波及過程を表す上で重要な変数であるので，それの
持つ意味をより明確に明確にしていくとともに，各
種構成要素との関係についても，更に検討していく
必要がある.
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